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平成１５年度普通会計決算の概要について 

 

 普通会計とは、地方財政統計上統一的に用いられる会計区分であり、これにより、他市や全

国各市との財政比較や統一的な掌握が可能となります。 

平成１５年度における本市普通会計の決算規模は歳入総額２４，５１８，８２７千円、歳出

総額２３，９６８，２１３千円となっています。 

  平成１４年度の普通会計決算額と比較すると、歳入で９０５，８６７千円の減（△３．６％）、

歳出で８１７，９９５千円の減（△３．３％）となっています。 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として２３，０８２千円の減（△０．

３％）となっています。市民税４，６１１千円の減（△０．２％）、固定資産税４４，６７４

千円の減（△１．３％）、軽自動車税１２，８０５千円の増（１１．０％）、市町村たばこ税

１３，１８２千円の増（２．７％）、特別土地保有税３８千円の減（△０．１％）、入湯税２

５４千円の増（６．６％）という状況です。 

地方譲与税３，２８４千円の増（１．９％）、利子割交付金４０，５１１千円の減（△４９．

７％）、地方消費税交付金７７，３３５千円の増（１５．８％）、自動車取得税交付金３，１

５０千円の増（６．６％）、地方特例交付金１５，００５千円の増（６．２％）、地方交付税

は１，０１８，９１４千円の大幅な減（△１７．９％）で、うち普通交付税９８３，６６８千

円の減（△１９．３％）、うち特別交付税３５，２４６千円の減（△６．０％）となっていま

す。 また、交通安全対策特別交付金は１，３８２千円の増（１１．３％）、分担金及び負担

金は３３，９７３千円の減（△１４．４％）、使用料は、宜野湾市情報センター施設の開設が

あり、２３，５４０千円の増（９．５％）、手数料は、一般廃棄物処理手数料（指定ごみ袋等

徴収手数料）の新規増により８７，５２６千円の増（137.2％）の状況です。一方、国庫支出金

は、生活保護費国庫負担金７０，５１５千円の増や保健基盤安定負担金４４，３４６千円の増

等により、１２２，３３７千円の増（２．５％）、国有提供施設等所在市町村助成交付金は１，

４４０千円の減（△０．３％）、県支出金は、児童扶養手当給付費３２４，０２１千円の増、

保健基盤安定負担金２２，１７３千円の増、衆議院議員選挙委託費２１，３６４千円の増等が

あるが、平成１４年度終了の宜野湾市情報センター整備事業に係るＩＴ共同利用型インキュベ

ート施設整備事業補助金４８８，８２３千円の減やＩＴ産業振興施設整備補助金１９８，１３

５千円の減等が大きく影響し、２８４，００６千円の減（△１６．０％）となっています。財

産収入は、国道の歩道拡張に伴う庁舎敷地の売払収入４２，１２５千円の増もあり、６１，０
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６２千円の増（５３．６％）、寄付金は、７６４千円の増（４８．４％）となっている。繰入

金は、前年度と比較すると、財政調整基金繰入金が２００，０００千円の減、公共施設等整備

基金繰入金５７，１１３千円の増、国民健康保険特別会計繰入金２０，４３４千円の増等によ

り、１２５，９６７千円の減（△３１．９％）となっている。繰越金は、３９，９４９千円の

増（６．７％）、諸収入は、２５，９２８千円の減（△１８．５％）の状況です。 

地方債は、対前年度比較で、臨時財政対策債８８０，３００千円の増、リゾートホテル増設

事業債２９９，０００千円の減、宜野湾市情報センター整備事業債２４４，４００千円の減、

情報センター設備事業債７４，６００千円の減、いこいの市民パーク整備事業債２７，６００

千円の減等により、２１２，６２０千円の増（８．２％）となっています。 

  次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費が４，０８１千円の減（△１．３％）、総務

費が１０１，５４３千円の減（△２．５％）、民生費は５４２，６１７千円の増（８．２％）、

衛生費は１３，９２８千円の増（１．１％）、労働費は７，８６１千円の増（４．９％）、農

林水産業費１，６５９千円の増（１．５％）、商工費１，２９７，４３５千円の減（△８７．

４％）、土木費１１１，８５４千円の減（△２．５％）、消防費４７，５４６千円の増（６．

５％）、教育費１５１，５４６千円の増（４．８％）、公債費６８，２３９千円の減（△２．

８％）となっています。 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費２７，９３２千円の増（０．５％）、扶助費

５８６，６６６千円の増（１５．１％）、公債費６８，２３９千円の減（△２．８％）、普通

建設事業費は９７７，６１３千円の減（△１７．７％）、うち補助事業費１，０６８，５１８

千円の減（△２４．２）、うち単独事業費９０，９０５千円の増（８．２％）となっています。

物件費５９，４５８千円の増（２．２％）、維持補修費３，７８６千円の増（２．３％）、補

助費等５３，０６８千円の減（△３．７％）、積立金８５，１３８千円の減（△１０．１％）、

投資及び出資金１００千円の減（△１．６％）、貸付金２９９，０００千円の減（△９３．０

％）、繰出金１２，６７９千円の減（△０．６％）という状況です。 

  決算収支でみると、平成１５年度普通会計は形式収支５５０，６１４千円、実質収支４３３，

２６６千円となっています。財政指標は、実質収支比率は３．５％。財政構造の弾力性を示す

経常収支比率は、８２．８％で対前年度比１．５％増となっています。また、公債費比率は１

４．１％で対前年比０．４％減、起債制限比率は１２．０％対前年比０．１％減という状況で

す。 
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普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について 

 

 財政力指数は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど財源に余裕があると見なされる指標

です。 

 本市の場合、平成１２年度０．５０８、平成１３年度０．５０８、平成１４年度０．５２５、

平成１５年度の普通会計決算では、０．５６１（０．５６）と微増推移しているものの、さら

に財政基盤の強化を図っていく必要のある数値です。 

平成１５年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．４８０であり、宜野湾市（０．

５６１）は浦添市（０．６６９）、那覇市（０.６６３）に次ぐ３番目となっています。 

 財政基盤の強化を図るには市税を中心とした一般財源の確保強化が必要となっています。 

 

２．実質収支比率について 

 

 実質収支比率は、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す標準財政規模に対する、実質収

支額の割合を示す指標で黒字の場合、おおむね３～５％が望ましいとされています。 

 実質収支は、平成１５年度４３３，２６６千円となり対前年度比較で４１，５６７千円の減

少となっています。標準財政規模の減少（△７．１％）で実質収支の比率は３．５％、前年度

比０．２％の減少となっています。 

 県内各市の状況は、県内１１市平均が２．９％であり、宜野湾市（３．５％）は 、豊見城市

（４．７％）、浦添市（３．８％）、石川市（３．８％）に次ぎ、具志川市と並び４番目の位

置となっています。  

 

３．経常収支比率について 

 

 財政構造の弾力性を測定する比率として使われ、人件費、扶助費、公債費等の経常的な経費

に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの程度充当されたかをみる指

標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に余裕があり、財政構造が弾力性

に富んでいるかを示すものと言われています。                     
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 平成１５年度の普通会計決算では、８２．８％（減税補てん債、臨時財政対策債を含めた場

合）となっており、対前年度比で１．５％の増加となっています。 

増加の主な要因としては、経常的一般財源である普通交付税が大幅に減額（△１９．３％）

となったこと、また経常経費のうち扶助費や繰出金は、経常収支比率の伸びが大きく、前年度

と比較すると、扶助費（１１．６％）の増、繰出金（７．１％）の増となっており、経常収支

比率は増加傾向にあります。 

 将来的に健全な財政運営を図っていく上からも適正数値の７５％～８０％を目標に更なる努

力が必要であり、市税を中心とした経常的な歳入の増額確保及び、徹底した経常経費の縮減に

早急に取り組むことが望まれます。 

 県内各市との比較をした場合、県内１１市平均で８８．１％であり、宜野湾市（８２．８％）

は浦添市（７６．９％）、に次ぐ２番目となっています。 

 

 

４．公債費比率について 

 

  地方債の発行に伴う、毎年度の元利償還金の支払額（公債費）が適当かどうかにより、後年

度の地方債の借入(発行)を判断する指標で、この公債費の、一般財源に占める割合を公債費比

率といいます。経常収支比率とともに財政構造の弾力性をみる上で重要な指標とされるもので

す。 地方債はある程度活用すべきではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的

な地方債発行を行う必要があります。 

公債費比率の適正数値は、１０％を超えないことが望ましいとされており、低い数値ほど 弾

力性があり、財政構造は良いと言われています。 

 宜野湾市は、平成１５年度決算で１４．１％、対前年度比０．４％の減となっています。 

平成１５年度は前年度と比較すると、一般財源での利子償還額が減額となっており、公債費

償還額の減に伴い、公債費比率も減に転じています。 

  平成１６年度の償還計画では公債費の増加が予測されており、また、政府資金にかかる繰上

償還は困難な状況にあることから、公債費の抑制にあたっては、公債費を必要とする政策事業

の採択は厳選に行う必要がある。なお、公債費の支出を抑制するためには、自主財源での事業

費の確保を図る必要もあり、市税や手数料等、更なる自主財源の確保が必要となっている状況

です。  
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公債費比率は、平成１５年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で１６．４％で

あり、宜野湾市（１４．１％）は石川市（１１．２％）に次ぐ２番目に低い数値となっていま

す。今後も計画的な地方債の運用に務めなければならないものと思慮されます。 

なお、地方債の発行に伴う過去３年度間の元利償還金の支出割合によって、国により地方債

の許可が制限される起債制限比率は、１２．１％と前年度と同数値という状況です。 

 

５．地方債現在高について 

 

 平成１５年度決算額における地方債現在高は、２４，５７７，０７２千円で対前年度に比べ

１，１３１，４１４千円の増（４．８％）となっています。これは、新規事業の起債額の増に

よるものです。地方債現在高の増加は、公債費比率とも関係してくるものであり、将来的な負

担につながるもので、このまま推移していくと非常に厳しい状況が予測されます。 

  政府資金の繰上償還が難しい現状においては、今後とも実施計画にかかる事業採択を厳選す

る必要があり、自主財源からの事業費の確保を図る必要があります。 

  平成１５年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の地方債現在高（２４，５７

７，０７２千円）は、那覇市（１１５，９０８，３７１千円）、沖縄市（３９，６１６，５５

４千円）、浦添市（３５，１６０，６１８円）、糸満市（２５，３９９，９３８千円）、に次

ぐ５番目の額となっています。 

 

６．債務負担行為額について 

 

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるも

のを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定めておく

ものであり、予算の一部を構成するものです。 

平成１５年度決算では、平成１６年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、１，７５６，２４５千円で対前年度比２７．８％の減となっています。主な要因としては、

公園整備事業（野嵩第一公園、しまし公園）や喜友名排水路整備事業等の減によるものです。 

  平成１５年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担額（１，７５６，

２４５千円）、は那覇市（３２，２２６，２９７千円）、沖縄市（２，５６４，０８６千円）、

浦添市（２，４７６，９９１千円）に次ぐ４番目の額となっています。 
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地方交付税について 

  

        国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税それぞれの一定割合の額

を国が地方公共団体に対して交付する税で、地方交付税には、普通交付税と特別交

付税があります。 

     普通交付税 

          普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、

その差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 

 

基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額  ＝ 普通交付税 

 

  （１）基準財政需要額とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、実際に支出

    しようとする額でもなく、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算

    式で算定した額であります。（標準的な行財政を行うために必要な一般財源所要額） 

 

  （２）基準財政収入額とは、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な

    状態において徴収が見込まれる税収入を一定の方法によって算定した額です。 

 

 平成１５年度の交付額は、４，１０２，０６９千円で、前年度に比べ９８３，６６８千円の

減（△１９．３％）であり、歳入総額に占める割合は、１６．７％（対前年度比３．３％の減）

となっています。 

 基準財政需要額は、１０，４７９，６８８千円で前年度に比べ９６４，０５３千円の減（△

８．４％）、基準財政収入額は、６，３７３，０６８千円で前年に比べ２２，１０６千円（０．

３％）の増となっております。 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映することので

きなかった特別の要因に対して交付されます。平成１５年度の交付額は、５５７，０９６千円

で、前年度に比べ３５，２４６千円の減（△６．０％）であり、歳入総額に占める割合は、２．

３％で前年度と同じ比率となっています。 
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  目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比４，０８１千円の減（△１．３％）となっています。平成

１５年度は、議会史編纂事業４，１４２千円の増や会議録検索システム導入事業３，９９２

千円の増はあるものの、職員給与費は６，３２６千円の減となっており、また、平成１４年

度に終了した議会バス購入事業５，３０６千円の減等の影響によるものです。 

 

２. 総務費については、対前年度比１０１，５４３千円の減（△２．５％）となっています。

主な要因として、職員給与費は４１，８９９千円の減となっているが、退職手当が１８６，

４４１千円の増となっており、人件費は１２０，０２３千円の増となっています。また、基

地返還跡地転用推進事業（用地購入）６９，０５８千円の増や、庁舎敷地購入事業６１，３

１５千円の増、マリン支援センター整備事業２６，３１７千円の増等があるものの、平成１

４度事業の終了に伴い人材育成センター整備事業１６１，５８２千円の減や地域イントラネ

ット基盤施設整備事業１５７，８１５千円の減、及び、基地返還跡地転用推進基金積立事業

５０，０７７千円の減、退職手当基金積立事業２２，３４９千円の減等が主な要因となって

います。 

    

３．民生費については、５４２，６１７千円（８．２％）の増となっています。主な要因とし

ては、職員給与費３０，０７２千円の減はあるものの、児童扶養手当給付事業４２３，９６

０千円の大幅増、生活保護事業の１０２，２９３千円の増、老人保健医療特別会計繰出金４

３，２７４千円や、国民健康保険特別会計繰出金１２，１９１千円の増等があり、増加とな

っています。 

 

４．衛生費については、１３，９２８千円（１．１％）の増となっています。主な要因として

は、予防接種事業１８，３０７千円の増、ごみ減量対策事業３３，２９３千円の増等や、倉

浜衛生施設組合負担金１７，７６０千円の減、乳幼児医療費助成事業２３，９６３千円等の

減によるものです。 

 

５．労働費については、７，８６１千円（４．９％）の増となっています。主な要因は、緊急

地域雇用創出特別事業９，１３０千円の増及び、平成１４年度で終了した、勤労青少年ホー
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ム管理運営事業（維持補修費）１，７１４千円の減によるものです。 

 

６．農林水産業費については、１，６５９千円（１．５％）の増となっています。主な要因と

しては、市単独用地埋立工事（漁港）２０，２０４千円の増、及び樹木維持管理委託料１１，

５４９千円の減、宜野湾漁港磁気探査業務委託５，０１３千円の減、街路樹枯損箇所植栽工

事２，４１３千円の減等によるものです。    

 

７．商工費については、１，２９７，４３５千円（△８７．４％）の大幅な減となっています。

主な要因は、新規の宜野湾市情報センター施設管理運営事業３１，０６６増はあるものの、

平成１４年度で終了した、宜野湾市情報センター整備事業１，０３０，８８５千円の減や、

地域総合整備資金貸付事業２９９，０００千円の減によるものです。 

 

８．土木費については、対前年度比１１１，８５４千円の減（△２．５％）となっています。

主な要因は、宜野湾５号歩道改良事業１４９，８５２千円の増、宇地泊第二区画整理事業１１

０，３０５千円の増、佐真下第二区画整理事業１４，５８８千円の増、喜友名排水路整備事業

７２，６２０千円の増、比屋良川公園整備事業５４，４１０千円の増、大山７号道路改良事業

４３，７４７千円の増等はあるものの、職員給与費の１５，０５２千円の減、３－４－６６号

道路改築事業２７６，１３５千円の減、真志喜４号道路改良事業（補助）７５，７７２千円の

減、いこいの市民パーク整備事業７１，８９５千円の減、ちゅんなー公園整備事業７３，１８

５千円の減、下水道事業特別会計繰出金５５，０１２千円の減等により、土木費は減少となっ

ています。 

 

９．消防費については、４７，５４６千円の増（６．５％）となっています。主な要因は、職

員給与費の１６，２４１千円の減、及び消防自動車購入事業３６，５９５千円の増や救急自

動車購入事業３０，６１４千円の増等によるものです。 

 

１０．教育費については、１５１，５４６千円の増（４．８％）となっています。主な要因と

しては、職員給与費４３，１５８千円の減や、平成１４年度に終了した青少年センター建設

事業１８６，３８２千円の減、宜野湾給食センター改築事業（単独事業）７２，２２７千円

の減、市体育協会補助金１３，５５８千円の減等はあるものの、要保護及び準要保護学用品
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援助事業１２，５６９千円の増、宜野湾給食センター改築事業（補助事業）２６０，３３５

千円の増、市立グラウンド整備事業１９９，７５４千円の増等があり、増加となっています。 

 

１１．災害復旧費・・・・・予算執行はありません。 

 

１２．公債費については、６８，２３９千円の減（△２．８％）となっています。主な要因に

ついては、元金償還金１４，８７８千円と、利子５３，３６１千円の減によるものです。 

 

 

性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に分析・分類し構成比を見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図

り知ることができるとされています。 

また、歳出総額に占める義務的経費の割合が低く、投資的経費である普通建設事業費等の割

合が高ければ高いほど弾力性は大きく、より健全な財政状況にあるといわれています。 

  平成１５年度決算における性質別経費の状況は、対前年度比較で義務的経費のうち、人件費

は２７，９３２千円の微増（０．５％）となっています。これは、給与費が７８，７８７千円

の減（△３．４％）、期末手当が５４，８８０千円の減（△５．９％）となっているものの、

前年度に比べ退職者数が増え、退職手当が１９７，５７７千円の大幅な増（３２．５％）とな

ったことに起因します。また、公債費については、６８，２３９千円の減（△２．８％）とな

っていますが、元金償還金１４，８７８千円の減、利子５３，３６１千円の減によるものです。 

一方、扶助費の支出は、５８６，６６６千円（１５．１％）の大幅な増加となっています。 

これは、児童扶養手当給付事業の４２３，９６０千円（２１１．０％）の増、生活保護事業の

１０２，２９３千円（８．１％）の増等に起因するものです。 

  義務的経費は、人件費は微増、公債費は減少傾向となっていますが、扶助費の増加が大きく

全体として５４６，３５９千円（４．７％）の増となっています。 

 投資的経費は、平成１２年度を境に減少に転じ、普通建設事業は対前年度比較で９７７，６

１３千円の減（△１７．７％）となっています。これは、単独事業が基地返還跡地利用推進事

業等により、９０，９０５千円（８．２％）の増となっているものの、補助事業では、１，０

６８，５１８千円の減（△２４．２％）となっています。これは、平成１４年度に完了した宜
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野湾市情報センター建設事業費の減等が要因となっています。 

その他、物件費は、ゴミ減量化対策事業１９，６７８千円（新規増）、宜野湾情報センター

管理運営事業１６，７３０千円（新規増）等により、対前年度比較で５９，４５８千円の増加

（２．２％）となり、維持補修費は、対前年度比較で３，７８６千円の増（２．３％）という

状況です。また、補助費等は、全期前納報奨事業３０，５２４千円の減や倉浜衛生施設組合負

担金１７，７６０千円の減等により、対前年度比較で５３，０８６千円の減（△３．７％）と

なっています。 

積立金は、基地返還跡地転用推進基金積立金の５０，０７７千円の減等により、対前年度比

較で８５，１３８千円の減（△１０．１％）、投資及び出資金の１００千円の微減（△１．６

％）、貸付金は、平成１４年度リゾートホテル増設事業貸付金２９９，０００千円の影響によ

り、対前年度比較で２９９，０００千円の大幅減（△９３．０％）という状況です。 

繰出金については、下水道特別会計繰出金５５，０１２千円の減の影響もあり、対前年度比

較で１２，６７９千円の減（△０．６％）となっているものの、特別会計への多額の繰出しは、

一般財源を圧迫している要因にもなっていることから、特別会計内の独立採算の強化対策が望

まれます。 

性質別経費の平成１１年度から平成１５年度までの推移をみると、義務的経費の人件費や公

債費及び、その他の経費は微増・微減で安定した推移を示しているが、扶助費は平成１２年度

以降増加傾向となっている。投資的経費である普通建設事業は、逆に、平成１２年度以降減少

の一途である。（決算資料１９ページ参照） 

総じて、義務的経費は増大し、投資的経費は減少している状況であり、弾力性は減少し、財

政の硬直化が進んでいる状況が覗われます。 
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総 括 

 

  平成１５年度普通会計決算における本市の財政状況は、前年度と比べると、歳入・歳出決算

とも減額となっている。歳入面では、使用料や手数料では増加が見られるが、自主財源の基本

である地方税（市税）は、０．３％の減となっており、徴収率も平成１１年度以降減少となっ

ている（決算資料１７ページ参照）。地方交付税は平成１３年度以降減少が続き、平成１４年

度では１０．２％の大幅減であったが、平成１５年度はさらに、１７．９％の大幅減となって

いる。平成１５年度の国庫支出金は２．５％の増となっているものの、県支出金では１６．０

％の大幅な減の状況である。地方債は地方交付税の減少の補填としての臨時財政対策債の大幅

発行により８．２％の大幅増となっている。 

一方、歳出面では人件費は、退職手当の増加の影響もあり、０．５％の増、公債費は２．８

％の減となっているものの、扶助費は１５．１%の大幅増、物件費の２．２％増、維持補修費の

２．３％増、補助費等の３．７％減等があり、普通建設事業費は、１７．７％の減という状況

となっている。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況は、実質収支比率が３．５％と前年に比べ０．

２％の減、公債費比率は１４．１％と前年に比べ０．４％の減となっています。また、投資的

経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は、地方交付税の大幅な落ち込みにより、

８２．８％と前年に比べ１．５％の増となっており、財政指標にみる財政構造は弾力性が失わ

れ、硬直化が進行している状況となっています。 

 三位一体改革等の影響もあり、国庫補助金・負担金等の削減や地方交付税の縮減等は今後も

継続されることが予測されます。また、国からの税源移譲が明確に示されてない現状において

は歳入面（依存財源）の増額は期待できず、地方税（市税）も長引く不況の中での大幅増収は

困難な状況にあります。 

歳入の確保のため、自主財源である市税の税収確保をさらに強化する必要があり、課税客体

の拡大や徴収率の向上に向けた取組みが急務となっています。また、その他の自主財源につい

ても、受益者負担を原則とした使用料、手数料、負担金等の見直しを行い適正化に向けて収入

増を図っていくべきものと思慮されます。 

歳出面では、義務的経費である人件費においては退職手当の大幅な増が見込まれており、扶

助費や公債費、物件費及び維持補修費等においても、今後とも増加していく傾向があり、ます

ます厳しい財政状況となることが予想されます。歳出の執行にあたっては、経常経費の徹底し
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た節減はもとより、今後とも、政策経費は実施計画に基づく事業採択を厳選し進行管理を強化

する必要があり、無理、無駄を省く歳出の抑制強化が必要です。また、特別会計への多額の繰

出しは一般財源を圧迫しており、特別会計での独立採算の強化が重要であり、各特別会計内で

の自主財源の確保及び歳出の抑制は緊急な課題です。 

多様化した市民ニーズの財政需要を満たすためには、今後ますます厳しい財政状況が予想さ

れます。さらなる健全財政を運営していくと共に、財政基盤の安定化を図る自主財源の歳入の

確保に万全を期し、徹底した歳出抑制や計画執行が急務な課題となっています。 

 

 



平成15年度普通会計決算資料



区　　　分 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

財 政 力 指 数 0.515 0.508 0.508 0.525 0.561

実質収支比率 2.9 3.4 3.4 3.7 3.5
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区　　　分 平成１1年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

経常収支比率 82.4 83.0 81.1 81.3 82.8

公 債 費 比 率 14.1 14.6 15.3 14.5 14.1

経常収支比率及び公債比率
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区　　　分 平成１1年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

基準財政需要額 11,983,347 12,244,286 11,924,985 11,443,741 10,479,688

基準財政収入額 6,020,731 6,119,937 6,212,997 6,350,962 6,373,068
標 準 財 政 規 模 13,930,411 14,226,330 13,939,706 13,492,866 12,535,539
普 通 交 付 税 5,956,329 6,124,349 5,714,904 5,085,737 4,102,069

基準財政需要額・収入額・財政規模の推移
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経常一般財源推移表 構成比較表 単位：千円：％

区　　　分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

地 方 税 6,850,809 6,770,106 6,843,891 7,078,849 7,055,767 47.7 46.3 47.5 51.1 54.7
地方譲 与税 159,395 164,015 170,766 171,251 174,535 1.1 1.1 1.2 1.2 1.4
利子割交付金 38,360 117,839 163,001 81,562 41,051 0.3 0.8 1.1 0.6 0.3
地方消 費税 515,024 531,129 551,469 488,776 566,111 3.6 3.6 3.8 3.5 4.4
特別地方消費
税 7,910 2,083 0 0 0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0
自動車取得税 51,238 51,552 53,919 47,693 50,843 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
地方特例交付
金 158,017 226,644 228,470 241,293 256,298 1.1 1.5 1.6 1.8 2.0
普通交 付税 5,956,329 6,124,349 5,714,904 5,085,737 4,102,069 41.5 41.9 39.7 36.7 31.8
交通安全対策 13,081 11,494 12,093 12,261 13,643 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
使 用 料 10,414 12,357 12,706 13,464 13,618 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
国有提供施設 504,339 506,650 507,331 506,909 505,469 3.4 3.5 3.5 3.7 3.9
財 産 収 入 77,254 80,462 87,201 99,230 104,116 0.5 0.5 0.6 0.7 0.8
諸 収 入 20,800 34,144 52,232 18,908 19,567 0.1 0.2 0.4 0.1 0.1

計 14,362,970 14,632,824 14,397,983 13,845,933 12,903,087 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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区　　　　分 平成11年度 伸び率 平成12年度 伸び率 平成13年度 伸び率 平成14年度 伸び率 平成15年度 伸び率経常 般財源充
当 11,839,622 1.0 12,148,310 2.6 12,055,197 △ 0.8 11,979,607 △ 0.6 12,172,342 1.6経常 般財源収
入 14,362,970 3.5 14,632,824 1.9 14,397,983 △ 1.6 13,845,933 △ 3.8 12,903,087 △ 6.8減税 臨時財政
債 -        -     -        -     464,100 皆増 894,900 92.8 1,800,800 101.2

経 常 収支 比率 82.4 △ 2.1 83.0 0.6 81.1 △ 1.9 81.3 0.2 82.8 1.5

区　　　　分 平成11年度 伸び率 平成12年度 伸び率 平成13年度 伸び率 平成14年度 伸び率 平成15年度 伸び率
地 方 税収 入額 6,850,809 0.8 6,770,106 △ 1.2 6,843,891 1.1 7,078,849 3.4 7,055,767 △ 0.3
税 徴 収 率 84.5 △ 1.4 83.4 △ 1.1 82.4 △ 1.0 81.4 △ 1.0 80.4 △ 1.0

経常一般財源収入・充当・経常収支

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

80.0

80.5

81.0

81.5

82.0

82.5

83.0

83.5

経常一般財源充当

経常一般財源収入

経常収支比率

地方税及び徴収率推移表

6,600,000

6,650,000

6,700,000

6,750,000

6,800,000

6,850,000

6,900,000

6,950,000

7,000,000

7,050,000

7,100,000

7,150,000

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

78.0

79.0

80.0

81.0

82.0

83.0

84.0

85.0

地方税収入額

税徴収率

- 17 -



目的別経費推移表 目的別経費構成推移表 単位：千円：％

区　分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

議会費 317,201 305,106 322,103 320,596 316,515 1.3 1.2 1.2 1.3 1.3

総務費 3,821,259 4,450,645 4,687,201 4,069,354 3,967,811 15.3 17.4 17.9 16.4 16.6

民生費 7,103,313 5,941,175 6,485,069 6,629,273 7,171,890 28.4 23.2 24.7 26.7 29.9

衛生費 1,189,243 1,266,283 1,265,200 1,305,937 1,319,865 4.7 5.0 4.8 5.3 5.5

労働費 96,174 87,933 81,823 160,913 168,774 0.4 0.3 0.3 0.6 0.7

農水費 211,517 220,832 101,233 114,030 115,689 0.8 0.9 0.4 0.5 0.5

商工費 543,382 379,090 399,000 1,483,835 186,400 2.2 1.5 1.5 6.0 0.8

土木費 5,339,843 5,781,284 4,985,541 4,400,477 4,288,623 21.3 22.6 19.0 17.8 17.9

消防費 789,268 1,006,389 761,116 730,893 778,439 3.1 3.9 2.9 2.9 3.2

教育費 3,465,945 3,854,056 4,336,624 3,148,005 3,299,551 13.8 15.1 16.6 12.7 13.8

公債費 2,182,027 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656 8.7 8.9 10.7 9.8 9.8

計 25,059,172 25,576,548 26,230,866 24,786,208 23,968,213 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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性質別経費推移表 構成比較表 （単位：千円：％）

区　　　分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

人 件 費 5,452,992 5,412,912 5,517,590 5,236,962 5,264,894 21.8 21.2 21.0 21.1 22.0

扶 助 費 3,374,222 3,113,978 3,543,515 3,880,159 4,466,825 13.5 12.2 13.5 15.7 18.6

公 債 費 2,182,027 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656 8.7 8.9 10.7 9.8 9.8

普通建設事業費 5,525,129 7,048,480 6,774,711 5,528,280 4,550,667 22.0 27.5 25.8 22.3 19.0

そ の 他 8,524,802 7,717,423 7,589,094 7,717,912 7,331,171 34.0 30.2 29.0 31.1 30.6

合 計 25,059,172 25,576,548 26,230,866 24,786,208 23,968,213 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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区　　　分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

人 件 費 34.2 33.7 32.7 31.9 30.5

扶 助 費 7.1 6.4 6.6 9.0 11.6

公 債 費 14.5 15.2 15.7 15.5 15.3

物 件 費 12.3 11.7 11.8 12.6 12.6

そ の 他 14.3 16.0 14.3 12.3 12.8

経 常 収 支 比 率 82.4 83.0 81.1 81.3 82.8
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区　　　分 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

普通建設事業費 5,525,129 7,048,480 6,774,711 5,528,280 4,550,667

１．補助事業 4,574,011 6,165,932 5,597,144 4,421,263 3,352,745

２．単独事業 951,118 882,548 1,177,567 1,107,017 1,197,922

一般財源充当額 1,159,071 1,304,116 1,068,827 872,108 1,017,048

普通建設事業・一般財源充当推移表
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地方債・公債費比較
区　　分 平成１1年度 平成１2年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

地方債（歳入） 953,400 1,312,300 1,808,220 2,592,380 2,805,000
公債費（歳出） 2,182,027 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656

うち元金 1,288,246 1,438,722 2,015,925 1,690,194 1,673,586
うち利子 891,120 843,770 788,825 731,855 678,282

うち一借利子 2,952 1,263 1,206 846 2,788
うち特定債 0 0 0 0 0

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

平成１1年度 平成１2年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

地方債・公債費比較
地方債（歳入）

公債費（歳出）

うち元金

- 22 -



区　　　分 平成１1年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度
債務負担行為額
限度額 7,353,362 5,193,227 4,033,734 6,707,658 5,200,805

地 方 債現 在高 22,964,811 22,838,389 22,574,264 23,445,658 24,577,072

平成１1年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度
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区 分 平成15年度 構成 平成14年度 構成 平成13年度 構成 平成12年度 構成 平成11年度 構成 平成10年度 構成

地 方 税 7,056 28.8 7,078 27.8 6,843 25.5 6,770 25.8 6,851 26.8 6,799 25.3

地 方 譲 与 税 175 0.7 171 0.7 170 0.6 164 0.6 159 0.6 156 0.6

地 方 交 付 税 4,659 19.0 5,678 22.3 6,324 23.6 6,750 25.7 6,546 25.6 6,110 22.7

国 庫 支 出 金 5,080 20.7 4,957 19.5 6,317 23.5 6,479 24.7 6,896 27.0 7,545 28.1

県 支 出 金 1,487 6.1 1,771 7.0 806 3.0 809 3.1 696 2.7 670 2.5

地 方 債 2,805 11.4 2,592 10.2 1,808 6.7 1,312 5.0 953 3.8 1,883 7.0

そ の 他 3,257 13.3 3,178 12.5 4,583 17.1 3,953 15.1 3,456 13.5 3,721 13.8

歳 入 総 額 24,519 100.0 25,425 100.0 26,851 100.0 26,237 100.0 25,557 100.0 26,884 100.0

人 件 費 5,265 22.0 5,236 21.1 5,517 21.0 5,413 21.2 5,453 21.8 5,759 22.2

物 件 費 2,808 11.7 2,748 11.1 2,692 10.3 2,519 9.8 2,583 10.3 2,339 9.0

補 助 費 等 1,375 5.7 1,427 5.7 1,279 4.9 1,397 5.5 1,731 6.9 1,385 5.3

公 債 費 2,355 9.8 2,423 9.8 2,806 10.7 2,284 8.9 2,182 8.7 2,143 8.3

普 通 建 設 費 4,551 19.0 5,528 22.3 6,774 25.8 7,048 27.6 5,525 22.0 8,508 32.8

うち補助事業費 3,353 14.0 4,421 17.8 5,597 21.3 6,166 24.1 4,574 18.3 6,575 25.3

うち単独事業費 1,198 5.0 1,107 4.5 1,177 4.5 882 3.4 951 3.8 1,933 7.5

そ の 他 7,614 31.8 7,424 30.0 7,162 27.3 6,916 27.0 7,585 30.3 5,807 22.4

歳 出 総 額 23,968 100.0 24,786 100.0 26,230 100.0 25,577 100.0 25,059 100.0 25,941 100.0

人 口 （ 年 度 末 ） 87,700 87,229 86,898 85,918 85,146 84,120

１ 人 当 税 負 担 80,456 81,143 78,747 78,796 80,462 80,825

自 主 財 源 比 率 36.2 34.9 36.9 35.4 35.3 34.7

-
 
2
4
 
-

年度別歳入歳出決算の状況

　（単位：百万円：％）

（単位：百万円：％）

（単位：人：円：％）



 （単位：千円：％）
区 分 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較 平成10年度 前年度比較

人 件 費 5,264,894 0.5 5,236,962 △ 5.1 5,517,590 1.9 5,412,912 △ 0.7 5,452,992 △ 5.3 5,759,396 1.9
扶 助 費 4,466,825 15.1 3,880,159 9.5 3,543,515 13.8 3,113,978 △ 7.7 3,374,222 4.2 3,239,105 10.2
公 債 費 2,354,656 △ 2.8 2,422,895 △ 13.7 2,805,956 22.9 2,283,755 4.7 2,182,027 1.8 2,143,004 10.4
普 通建 設事業費 4,550,667 △ 17.7 5,528,280 △ 18.4 6,774,711 △ 3.9 7,048,480 27.6 5,525,129 △ 35.1 8,507,990 48.0
うち補助事業費 3,352,745 △ 24.2 4,421,263 △ 21.0 5,597,144 △ 9.2 6,165,932 34.8 4,574,011 △ 30.4 6,575,135 60.6
うち単独事業費 1,197,922 8.2 1,107,017 △ 6.0 1,177,567 33.4 882,548 △ 7.2 951,118 △ 50.8 1,932,855 16.8

災 害復 旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
失 業対 策事業費 0 0.0 0 0.0 0 　皆減 18 △ 10.0 20 △ 64.3 56 △ 98.4
物 件 費 2,807,768 2.2 2,748,310 2.1 2,692,277 6.9 2,518,554 △ 2.5 2,583,053 10.4 2,339,210 △ 3.6
維 持 補 修 費 170,643 2.3 166,857 4.6 159,491 △ 4.8 167,594 △ 4.6 175,620 13.2 155,192 △ 9.3
補 助 費 等 1,374,782 △ 3.7 1,427,850 11.6 1,279,264 △ 8.4 1,396,881 △ 19.3 1,730,740 25.0 1,384,963 29.0
積 立 金 756,098 △ 10.1 841,236 △ 8.0 914,121 △ 38.9 1,496,789 △ 27.3 2,058,761 144.0 843,742 97.8
投 資 ・ 出 資 6,030 △ 1.6 6,130 △ 6.3 6,540 △ 89.3 61,061 533.7 9,636 5.4 9,138 42.2
貸 付 金 22,500 △ 93.0 321,500 62.8 197,500 125.7 87,500 288.9 22,500 50.0 15,000 0.0
繰 出 金 2,193,350 △ 0.6 2,206,029 △ 5.7 2,339,901 17.6 1,989,026 2.3 1,944,472 26.0 1,543,722 △ 11.6
前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
歳 出 合 計 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.1 25,059,172 △ 3.4 25,940,518 17.1

議 会 費 316,515 △ 1.3 320,596 △ 0.5 322,103 5.6 305,106 △ 3.8 317,201 △ 0.3 318,144 △ 1.0
総 務 費 3,967,811 △ 2.5 4,069,354 △ 13.2 4,687,201 5.3 4,450,645 16.5 3,821,259 10.2 3,467,215 19.4
民 生 費 7,171,890 8.2 6,629,273 2.2 6,485,069 9.2 5,941,175 △ 16.4 7,103,313 24.5 5,705,030 1.7
衛 生 費 1,319,865 1.1 1,305,937 3.2 1,265,200 △ 0.1 1,266,283 6.5 1,189,243 9.3 1,088,405 6.3
労 働 費 168,774 4.9 160,913 96.7 81,823 △ 6.9 87,933 △ 8.6 96,174 10.9 86,740 9.4
農 林 水 産 業 費 115,689 1.5 114,030 12.6 101,233 △ 54.2 220,832 4.4 211,517 △ 28.4 295,270 100.9
商 工 費 186,400 △ 87.4 1,483,835 271.9 399,000 5.3 379,090 △ 30.2 543,382 41.4 384,325 157.9
土 木 費 4,288,623 △ 2.5 4,400,477 △ 11.7 4,985,541 △ 13.8 5,781,284 8.3 5,339,843 △ 3.9 5,557,048 7.4
消 防 費 778,439 6.5 730,893 △ 4.0 761,116 △ 24.4 1,006,389 27.5 789,268 △ 3.8 820,021 13.3
教 育 費 3,299,551 4.8 3,148,005 △ 27.4 4,336,624 12.5 3,854,056 11.2 3,465,945 △ 43.0 6,075,316 49.2
災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
公 債 費 2,354,656 △ 2.8 2,422,895 △ 13.7 2,805,956 22.9 2,283,755 4.7 2,182,027 1.8 2,143,004 10.4
諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
歳 出 合 計 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.1 25,059,172 △ 3.4 25,940,518 17.1

-
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-

                                         歳　　出　　決　　算　　推　　移　　表        



区 分 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較 平成10年度 前年度比較

地 方 税 7,055,767 △ 0.3 7,078,849 3.4 6,843,891 1.1 6,770,106 △ 1.2 6,850,809 0.8 6,798,551 △ 1.0
地 方 譲 与 税 174,535 1.9 171,251 0.3 170,766 4.1 164,015 2.9 159,395 1.9 156,486 △ 44.0
利 子 割 交 付 金 41,051 △ 49.7 81,562 △ 50.0 163,001 38.3 117,839 207.2 38,360 △ 3.3 39,670 △ 9.0
地方消費税交付金 566,111 15.8 488,776 △ 11.4 551,469 3.8 531,129 3.1 515,024 △ 7.4 556,177 334.6
ゴルフ場利用税交付金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 0 皆減 2,083 △ 73.7 7,910 5.9 7,467 △ 1.7
自動車取得税交付金 50,843 6.6 47,693 △ 11.5 53,919 4.6 51,552 0.6 51,238 △ 6.9 55,049 1.2
地 方 特 例 交 付 金 256,298 6.2 241,293 5.6 228,470 0.8 226,644 43.4 158,017 皆増 0 0.0
地 方 交 付 税 4,659,165 △ 17.9 5,678,079 △ 10.2 6,324,112 △ 6.3 6,749,500 3.1 6,546,374 7.1 6,109,824 3.6
交通安全対策交付金 13,643 11.3 12,261 1.4 12,093 5.2 11,494 △ 12.1 13,081 △ 1.4 13,263 △ 0.3
分 担金 ・負担金 202,730 △ 14.4 236,703 10.0 215,169 19.5 180,131 △ 28.1 250,602 4.5 239,741 9.3
使 用 料 271,126 9.5 247,586 △ 0.3 248,260 7.8 230,254 8.1 213,053 4.9 203,168 △ 0.9
手 数 料 151,300 137.2 63,774 △ 6.4 68,167 △ 6.0 72,551 10.2 65,856 2.3 64,388 △ 10.1
国 庫 支 出 金 5,079,787 2.5 4,957,450 △ 21.5 6,317,258 △ 2.5 6,478,597 △ 6.1 6,896,251 △ 8.6 7,544,927 43.2

国有提供施設等助成金 505,469 △ 0.3 506,909 △ 0.1 507,331 0.1 506,650 0.5 504,339 △ 1.9 514,268 0.3

県 支 出 金 1,487,280 △ 16.0 1,771,286 119.7 806,183 △ 0.3 808,932 16.2 696,301 3.8 670,496 11.4
財 産 収 入 175,042 53.6 113,980 △ 40.2 190,447 △ 1.1 192,477 84.9 104,114 △ 31.1 151,076 65.5
寄 附 金 2,344 48.4 1,580 △ 99.5 289,092 28.5 224,969 851.2 23,650 744.6 2,800 57.3
繰 入 金 268,305 △ 31.9 394,272 △ 68.8 1,264,168 28.5 983,573 143.9 403,345 145.3 164,396 16.4
繰 越 金 638,486 6.7 598,537 △ 9.3 660,135 32.6 497,958 △ 47.2 943,284 △ 36.2 1,478,997 244.9
諸 収 入 114,545 △ 18.5 140,473 8.2 129,806 4.7 123,929 △ 23.8 162,727 △ 29.1 229,658 44.7
地 方 債 2,805,000 8.2 2,592,380 43.4 1,808,220 37.8 1,312,300 37.6 953,400 △ 49.4 1,883,400 △ 28.4
歳 入 合 計 24,518,827 △ 3.6 25,424,694 △ 5.3 26,851,957 2.3 26,236,683 2.7 25,557,130 △ 4.9 26,883,802 13.8

地 方 税 7,055,767 △ 0.3 7,078,849 3.4 6,843,891 1.1 6,770,106 △ 1.2 6,850,809 0.8 6,798,551 △ 1.0
市　民　税 2,950,987 △ 0.2 2,955,598 3.6 2,853,100 1.0 2,825,227 △ 3.3 2,922,671 △ 0.8 2,945,681 △ 6.5
固定資産税 3,442,728 △ 1.3 3,487,402 3.8 3,359,018 2.9 3,263,841 1.4 3,217,578 4.5 3,080,033 5.3
軽自動車税 129,071 11.0 116,266 12.4 103,472 11.9 92,450 9.8 84,215 9.3 77,035 4.5

市町村たばこ税 498,435 2.7 485,253 △ 0.6 488,304 △ 8.4 533,215 △ 3.5 552,763 △ 3.0 569,806 0.3
特別土地保有税 30,471 △ 0.1 30,509 △ 14.6 35,704 △ 30.4 51,280 △ 26.0 69,255 △ 43.3 122,088 △ 18.5
入　湯　税 4,075 6.6 3,821 △ 11.0 4,293 4.9 4,093 △ 5.4 4,327 10.7 3,908 40.4

地 方 交 付 税 4,659,165 △ 17.9 5,678,079 △ 10.2 6,324,112 △ 6.3 6,749,500 3.1 6,546,374 7.1 6,109,824 3.6
普通交付税 4,102,069 △ 19.3 5,085,737 △ 11.0 5,714,904 △ 6.7 6,124,349 2.8 5,956,329 6.5 5,594,793 3.4
特別交付税 557,096 △ 6.0 592,342 △ 2.8 609,208 △ 2.6 625,151 5.9 590,045 14.6 515,031 6.2
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　（単位：千円：％）　　　歳　　入　　決　　算　　推　　移　　表



（単位：千円：％）
区 分 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較 平成10年度 前年度比較

歳 入 総 額 Ａ 24,518,827 △ 3.6 25,424,694 △ 5.3 26,851,957 2.3 26,236,683 2.7 25,557,130 △ 4.9 26,883,802 13.8

歳 出 総 額 Ｂ 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.1 25,059,172 △ 3.4 25,940,518 17.1

歳入歳出差引額 Ｃ 550,614 △ 13.8 638,486 2.8 621,091 △ 5.9 660,135 32.6 497,958 △ 47.2 943,284 △ 36.2

次 年 度繰 越額 Ｄ 117,348 △ 28.3 163,653 6.4 153,784 △ 10.7 172,289 90.2 90,578 △ 79.7 446,315 △ 56.8

実 質 収 支 Ｅ 433,266 △ 8.8 474,833 1.6 467,307 △ 4.2 487,846 19.8 407,380 △ 18.0 496,969 11.6

単 年 度 収 支 Ｆ △ 41,567 △ 652.3 7,526 △ 136.6 △ 20,539 △ 125.5 80,466 △ 189.8 △ 89,589 △ 273.5 51,644 △ 77.4

積 立 金 Ｇ 251,000 △ 11.6 283,842 6.5 266,643 △ 66.9 805,783 70.3 473,202 100.2 236,410 104.8

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0.0 0 0.0 388,041 　皆増 0 △ 100.0 48,875 △ 59.1 119,597 34.0

積 立 金取 崩額 Ｉ 0 0.0 200,000 △ 73.1 744,401 24.1 600,000 69.0 355,000 247.4 102,200 皆増

実質単年度収支 Ｊ 209,433 129.2 91,368 △ 182.9 △ 110,256 △ 138.5 286,249 269.4 77,488 △ 74.6 305,451 △ 29.4

基準財政収入額 Ｋ 6,373,068 0.3 6,350,962 2.2 6,212,997 1.5 6,119,937 1.6 6,020,731 △ 1.5 6,112,675 3.9

基準財政需要額 Ｌ 10,479,688 △ 8.4 11,443,741 △ 4.0 11,924,985 △ 2.6 12,244,286 2.2 11,983,347 2.3 11,714,865 3.6

標 準 税収 入額 Ｍ 8,433,470 0.3 8,407,129 2.2 8,224,802 1.5 8,101,981 1.6 7,974,082 △ 1.5 8,092,528 3.8

標 準 財政 規模 Ｎ 12,535,539 △ 7.1 13,492,866 △ 3.2 13,939,706 △ 2.0 14,226,330 2.1 13,930,411 1.8 13,687,321 3.6

財 政 力 指 数 0.561 0.036 0.525 0.017 0.508 0.000 0.508 △ 0.007 0.515 △ 0.014 0.529 △ 0.001

（単年度指数） 0.608 0.053 0.555 0.034 0.521 0.021 0.500 △ 0.002 0.502 △ 0.020 0.522 0.001

経 常 収支 比率 ％ 82.8 1.5 81.3 0.2 81.1 △ 1.9 83.0 0.6 82.4 △ 2.1 84.5 1.7

実 質 収支 比率 ％ 3.5 △ 0.2 3.7 0.3 3.4 0.0 3.4 0.5 2.9 △ 0.7 3.6 0.2
経常一般財源比率 ％ 102.9 0.3 102.6 △ 0.7 103.3 0.4 102.9 △ 0.2 103.1 1.8 101.3 △ 0.2

公債費負担比率 ％ 14.0 △ 0.1 14.1 △ 1.9 16.0 2.7 13.3 0.2 13.1 △ 0.5 13.6 0.6

公 債 費 比 率 ％ 14.1 △ 0.4 14.5 △ 0.8 15.3 0.7 14.6 0.5 14.1 0.6 13.5 0.3

起 債 制限 比率 ％ 12.1 0.0 12.1 0.1 12.0 0.5 11.5 0.4 11.1 0.3 10.8 △ 0.1

積 立 金現 在高 7,569,612 7.8 7,021,106 8.0 6,498,375 △ 4.6 6,810,185 2.2 6,660,347 33.1 5,004,550 16.0

財政調整基金 1,473,542 20.5 1,222,541 7.4 1,138,699 △ 29.6 1,616,457 14.6 1,410,673 9.1 1,292,471 11.6

減債　基　金 163,837 0.1 163,690 0.1 163,451 △ 8.4 178,344 29.3 137,909 0.3 137,432 △ 9.5

特定目的基金 5,932,233 5.3 5,634,875 8.4 5,196,225 3.6 5,015,384 △ 1.9 5,111,765 43.0 3,574,647 19.0

地 方 債現 在高 24,577,072 4.8 23,445,658 3.9 22,574,264 △ 1.2 22,838,389 △ 0.6 22,964,811 △ 1.4 23,300,128 3.0

債務負担行為額 1,756,245 △ 27.8 2,433,839 △ 11.6 2,751,672 △ 47.0 5,193,227 △ 29.4 7,353,362 39.3 5,278,204 7.1

(うち一般財源等) 1,274,451 7.7 1,183,394 △ 1.5 1,201,837 19.0 1,009,941 △ 5.6 1,069,989 58.1 676,782 △ 7.4
＊Ｃ＝Ａ－Ｂ　　Ｅ＝Ｃ－Ｄ　　Ｊ＝Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ　　Ｆ＝Ｅ－前年度のＥ
財政力指数＝（錯誤額差引前のＫ／Ｌ）の決算年度を含む過去３カ年の単純平均値
経常一般財源比率＝歳入一般財源等÷標準財政規模×１００、　１００を超えるほど経常一般財源に余裕があり歳入構造に弾力性がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通会計収支状況・諸指標
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平成１５年度１１市普通会計決算収支比較表
（単位：千円：％）

歳入歳出 翌年度 単 年 度 積立金 実質単年 債務負担

差　　引 繰越財源 収　　支 取崩額 度収支 翌年以降

宜野湾市 24,518,827 23,968,213 550,614 117,348 433,266 △ 41,567 251,000 0 0 209,433 7,569,612 96.0 1,756,245

那 覇 市 103,715,763 102,051,680 1,664,083 681,279 982,804 △ 66,439 1,198,697 0 564,986 567,272 21,326,743 101.0 32,226,297

石 川 市 9,130,160 8,909,665 220,495 78,023 142,472 27,893 70,000 0 110,000 △ 12,107 460,311 95.9 163,507

具志川市 21,394,487 20,746,570 647,917 312,668 335,249 139,648 434,957 0 369,305 205,300 1,994,226 94.5 812,562

平 良 市 18,195,589 17,946,525 249,064 207,429 41,635 68,522 0 0 8,000 60,522 96,704 93.0 1,021,409

石 垣 市 19,593,727 19,377,392 216,335 29,474 186,861 87,102 108,997 0 118 195,981 674,914 91.3 1,047,071

浦 添 市 34,569,786 33,828,704 741,082 127,849 613,233 △ 186,095 596,000 0 300,000 109,905 4,713,000 99.9 2,476,991

名 護 市 28,269,552 27,739,215 530,337 257,995 272,342 13,736 551,921 0 514,301 51,356 1,834,251 95.4 1,652,649

糸 満 市 22,985,571 22,581,515 404,056 158,208 245,848 △ 264,884 3 0 0 △ 264,881 2,766,883 97.8 124,744

沖 縄 市 43,046,515 42,194,115 852,400 345,310 507,090 76,190 269,407 0 213,972 131,625 7,603,107 95.9 2,564,086

豊見城市 16,373,702 15,986,680 387,022 28,765 358,257 124,599 51,300 0 0 175,899 1,286,603 97.9 261,354

平　均 31,072,153 30,484,570 587,582 213,123 374,460 △ 1,936 321,117 0 189,153 130,028 4,575,123 96.2 4,009,720

平成１５年度１１市普通会計決算財政諸指標比較表
（単位：千円：％）

基 準 財 政基 準 財 政財 政 力実 質 収 支 経常一般起 債 制 限公 債 費 公 債 費 地 方 債

需 要 額収 入 額指 数比 率 人 件 費公 債 費財源比率比 率比 率 負担比率 残 高

宜野湾市 12,535,539 10,479,688 6,373,068 0.561 3.5 82.8(94.3) 30.5 15.3 102.9 12.1 14.1 14.0 24,577,072

那 覇 市 49,874,935 40,703,863 28,688,239 0.663 2.0 89.1(99.4) 34.1 19.3 100.5 14.6 17.5 17.5 115,908,371

石 川 市 3,777,052 3,264,921 1,636,373 0.478 3.8 92.1(104.7) 41.0 12.7 118.6 7.6 11.2 10.6 6,111,248

具志川市 9,598,196 8,354,126 5,212,271 0.452 3.5 86.2(96.4) 29.9 15.9 106.0 12.0 15.2 13.9 17,426,430

平 良 市 7,976,081 7,144,533 2,717,846 0.370 0.5 94.8(103.7) 32.1 25.8 99.1 15.0 18.9 22.9 18,910,431

石 垣 市 10,331,946 9,308,308 3,399,012 0.350 1.8 83.8(91.3) 33.5 26.0 99.8 15.4 21.3 22.8 24,079,295

浦 添 市 16,046,311 13,110,992 9,033,961 0.669 3.8 76.9(86.6) 30.2 15.9 105.1 10.2 14.2 14.1 35,160,618

名 護 市 10,128,490 8,929,333 3,859,995 0.418 2.7 91.4(105.0) 35.9 20.3 113.3 15.9 20.7 16.4 23,779,964

糸 満 市 9,196,597 8,136,035 3,396,258 0.400 2.7 98.2(110.0) 34.2 21.6 99.2 12.9 17.5 16.3 25,399,938

沖 縄 市 19,641,144 16,913,723 8,588,870 0.483 2.6 84.9(94.0) 30.7 15.1 110.4 11.5 15.0 13.6 39,616,554

豊見城市 7,607,771 6,645,670 3,043,184 0.436 4.7 89.0(101.1) 34.2 20.3 100.1 11.0 15.1 16.7 13,771,674

平　均 14,246,733 12,090,108 6,904,462 0.480 2.9 88.1(98.8) 33.3 18.9 105.0 12.6 16.4 16.3 31,340,145

積立金
(財調決算
額）

経 常 収 支 比 率

繰上償還 基金残高 ラス指数
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実質収支

区　分

区　　分 歳　　入 歳　出

標準財政規模



コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅲ－ ５

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　15年度交付税 　甲－ 4

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 547)

　　　 産    　業　    構　    造

　　　　人　　　　口

平成12年 86,744 人 人 人

平成7年 82,862 人 就 H12年 　 ％ 　   ％ 　     ％

 増 減 率 4.7 ％ 4,446  85,720 業 国調 17.4 81.9

住本 (16.3.31) 87,700 人  人 人 人

民台 (15.3.31) 87,229 人 口 H7年 　  ％ 　   ％ 　     ％

基帳  増 減 率 0.5 ％ 4,278  81,790 国調 1.0 19.0 80.0

平成14年度 平成15年度

　　　区　      分 　　  千円 　　  千円 　 区　　 分 　   指　数　等 　の状況

    6,373,068 ○市町村圏

 1　歳  入  総  額  Ａ  25,424,694  24,518,827    10,479,688   再建､山村

    8,433,470   財政､過疎

 2　歳  出  総  額  Ｂ  24,786,208  23,968,213    12,535,539   不交付

 3  歳入歳出差引額    0.56(0.561)   新産

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   638,486   550,614 ％   低開発

 4　翌年度へ繰り越す ％   工特､産炭

　  べき財源        Ｄ     163,653     117,348 ％

 5　実 質 収 支  ア  ｲ ％ 　事務の共同

　C-D  Ｅ     474,833     433,266 ％ 　処理の状況

  ｲ-ｱ     7,569,612 ○ごみ処理

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ       7,526    △41,567 　    うち財政調整基金    1,473,542 ○し尿処理

      うち減 債 基 金       163,837   伝染病

 7  積　　立　　金　 Ｇ     283,842     251,000   その他特定目的基金     5,932,233 　　　関係

   24,577,072  小学校関係

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ 0 0 　うち政府資金現在高    21,329,343  中学校関係

    5,200,805  税務関係

 9  積立金取くずし額 Ｉ     200,000 0  （翌年度以降支出予定額）     1,756,245  火葬場

10　実質単年度収支  消  防

　　F + G + H - I　 Ｊ    91,368   209,433 　　　―

法適用 実　質 普通会計からの 職員数      特　別　職　等

  事　業　名 の有無 収支額　千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無  △173,925     944,006 15 年 月 日 　　　　　　 円

老人保健医療事業   無   △45,839     286,196 1  市町村長  H8.4.1 901,000

土地区画整理事業   無  　      0      14,220 -  助  役    〃 742,000

下 水 道 事 業   無    △9,073     462,442 16  収入役    〃 672,000

介護保険事業   無    100,684     475,248 10  教育長    〃 672,000

介護サービス事業   無     12,607      11,238 30  議会議長  H10.4.1 479,000

上 水 道 事 業   有     96,166       4,485 36 議会副議長   〃 426,000

   区     分  職  員  数  1人当たりの給料月額  委員長    〃 409,000

 一 般 職 員 569 328,900 円  議会議員    〃 400,000

  うち消防関係 79 338,500 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

教 育 公 務 員 36 339,700 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

      計 605 329,500 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

均等割 3,000円  　　　 50 千円

標準税率に  　　3,000 千円

対する比率

1.0
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12.1

14.1

平成15年度決
算 状 況

都道府県
名 沖 縄 県

人口集中

改定実施

0.7

 　262人  6,205人

   3.5

102.9

   14.0

 　335人

 給料(報酬) 月額

 6,502人

滞納繰越分 合  計
区　　　　分

　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％

97.0

91.5

94.4

13.1

12.1

14.1

86.4

74.1

80.4

市
民
税

個
人
分 所得割

市
民
税

法
人
分
　 法 人 税  割

固　定　資　産　税

12.3％

均 　等　 割

平成12年

平成7年

徴
　
収
　
率

1.4％

  経常一般財源比率

固定資産税

合      計

市  民  税

 適   用   税   率   の   状   況

普
通
会
計
職
員
数

　 公債費負担比率

   公債費比率

   起債制限比率

   積立金現在高

公
営
事
業
の
状
況

   可処分資産額

 区　分

現年課税分

   地方債現在高

 第 １ 次  第 ２ 次   第 ３ 次

 29,259人国
　
調

 平成12年

 平成7年

19.59

 区 　分地区人口面 積 k㎡

指定団体等

人口密度 

 27,407人

基準財政収入額

基準財政需要額

 　標準税収入額

  債務負担行為額

 　標準財政規模

 　財政力指数

　 実質収支比率



決算額 構成比 経常一般財 K の構 決算額 構成比 税　等 経常一般財 経常収支

千円     ％ 源 K  千円 成比 ％     千円     ％     千円 源    千円 比率　％

地　　方　　税 7,055,767 7,055,767 48.0 人    件    費 5,264,894 22.0 4,939,013 4,479,608 30.5(34.7)

地 方 譲 与 税 174,535 174,535 1.2  うち職員給 3,487,108 14.5 3,487,108 ‐ ‐

利子割交付金 41,051 41,051 0.3 扶    助    費 4,466,825 18.6 1,700,816 1,700,716 11.6(13.2)

地方消費税交付金 566,111 566,111 3.9 公    債    費 2,354,656 9.8 2,256,117 2,256,117 15.3(17.5)

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 内  元利償還金 2,351,868 9.8 2,253,329 2,253,329 15.3(17.5)

自動車取得税交付金 50,843 50,843 0.3 訳  一時借入金 2,788 0.0 2,788 2,788 0.0(0.0)

地方特例交付金 256,298 256,298 1.7    小    計 12,086,375 50.4 8,895,946 8,436,441 57.4(65.4)

地 方 交 付 税 4,659,165 4,102,069 27.9 物    件    費 2,807,768 11.7 2,184,474 1,854,003 12.6(14.3)

  (普通交付税) 4,102,069 4,102,069 27.9 維 持 補 修 費 170,643 0.7 159,573 138,972 0.9(1.1)

  (特別交付税) 557,096 ‐ ‐ 補  助  費  等 1,374,782 5.7 785,554 674,648 4.6(5.2)

    小      計 12,803,770 12,246,674 83.3 繰    出    金 2,193,350 9.2 1,855,644 1,042,258 7.1(8.1)

交通安全対策特別交付 13,643 13,643 0.1 投資出資貸付金 28,530 0.1 28,530 26,020 0.2(0.2)

分担金 負担金 202,730 ‐ ‐ 積    立    金 756,098 3.2 640,284

使    用    料 271,126 13,618 0.1

手    数    料 151,300 ‐ ‐
前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

国 庫 支 出 金 5,079,787 ‐ ‐ 4,550,667 19.0 1,017,048 　経常収支比率

国有提供施設交付金 505,469 505,469 3.4  うち人件費 216,383 0.9 216,383 82.8

県  支  出  金 1,487,280 ‐ ‐ 普通建設事業 4,550,667 19.0 1,017,048 (94.3)

財  産  収  入 175,042 104,116 0.7 補  助 3,352,745 14.0 354,207

寄    附    金 2,344 ‐ ‐ 単  独 1,197,922 5.0 662,841

繰    入    金 268,305 ‐ ‐ 県事業負担等 ‐ ‐ ‐

繰    越    金 638,486 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐ 　歳入一般財源総額

諸    収    入 114,545 19,567 0.1 失業対策事業 ‐ ‐ ‐

地    方    債 2,805,000 1,800,800 12.3 ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

14,703,887 96.0

(12,903,087) 　（H15.4.1現在）

決算額 構成比  増減率  基準税額 超  過 決算額 構成比 税　等

千円     ％ ％  ×100/75 課税額 千円 ％

 個人分 62,538 2.1 ‐  議    会    費 316,515 1.3 316,515

 法人分 119,182 △ 10.7 ‐  総    務    費 3,967,811 16.6 3,399,236

2,349,146 △ 0.3 ‐  民    生    費 7,171,890 29.9 3,351,821

420,121 4.1 ‐  衛    生    費 1,319,865 5.5 1,147,329

 固 定 資 産 税 3,442,728 △ 1.3 ‐  労    働    費 168,774 0.7 67,385

 軽 自 動 車 税 129,071 11.0 ‐  農 林 水 産 費 115,689 0.5 111,722

 市町村たばこ税 498,435 2.7 ‐  商    工    費 186,400 0.8 169,040

 電    気    税 ‐ ‐ ‐  土    木    費 4,288,623 17.9 1,643,162

 ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐  消    防    費 778,439 3.2 713,827

 特別土地保有税 30,471 △ 0.1 ‐  教    育    費 3,299,551 13.8 2,390,899

法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 ‐ ‐ ‐

 目    的    税 4,075 6.6 ‐  公    債    費 2,354,656 9.8 2,256,117

内  入  湯  税 4,075 6.6 ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐ ‐

 都市計画税 ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

容  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐ ‐

7,055,767 △ 0.3 ‐ 23,968,213 100.0 15,567,053
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投 資 的 経 費
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内
　
　
訳
　
）
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合      計

減税補てん債
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市        町        村        税 目　　　的　　　別　　　歳　　　出
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0.0
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1.7
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0.0

1.1
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0.5

歳入経常一般財源額
14,703,887
(12,903,087)

（　H16.8.25　作成　）

0.7

12,172,342

経常経費充当一般財源合計

20.7

Ⅲ―5

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

2.1

52.2

0.1
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 地方公共団体の会計は、基本的な経費を経
理する一般会計と、特定の場合に設置され
る特別会計とによって構成されているが、
個々の団体ごとに各会計の範囲が異なって
いる等のため、団体間の財政比較や統一的
な掌握が困難な状況にある。普通会計は、
地方財政統計上、全国統一的に用いられる
会計区分であり、それにより、地方公共団
体間の財政比較や水準の把握が可能とな
る。

各団体の決算→地方財政統計調
査（決算統計）→普通会計→各
団体間の比較・水準の把握が可
能。→財政分析→財政の健全化
の掌握。

　財政構造の弾力性を測定する比率。
　人件費、扶助費、公債費等の義務的経費
に、地方税、地方交付税、地方譲与税を中
心とした経常一般財源がどの程度充当され
たかみる指標で、この比率が低いほど、普
通建設事業費等の臨時的経費に充当できる
一般財源に余裕があり、財源構造が弾力性
に富んでいることを示す。
一般に ７５％  程　度・・・安全ｿﾞｰﾝ
　　　 ７６％～８５％・・・要注意ｿﾞｰﾝ
　　　 ８６％　以　上・・・危険ｿﾞｰﾝ

経常経費充当の一般財源の額
経　常　一　般　財　源

×１００（％）
経 常 収 支 比 率

実 質 収 支

　決算収支をあらわすもので、累年による
黒字、赤字の額を示す。一定の黒字を出す
ことが財政運営の基本であり、後年度の財
源調整として適度の剰余も考えられる。

（歳入－歳出）－翌年度へ繰越
すべき財源=実質収支

標 準 財 政 規 模  当該団体の一般財源の標準規模を示した額

{（基準財政収入額－各種譲与税
－交通安全対策特別交付金）×
１００/７５＋各種譲与税＋交通
安全対策特別交付金}＋普通交付
税

普 通 会 計

普 通 交 付 税

 普通交付税は、地方交付税の主体をなすも
ので、地方交付税総額の９４％に相当す
る。残り６％は特別交付税として、特別の
財政需要や特別の事情がある場合に交付さ
れる。普通交付税は、原則として、各地方
公共団体の標準的な財政需要及び財政収入
を合理的に測定するために一定の方法に
よって算定した基準財政需要額が、基準財
政収入額を超えた場合に、財源不足額とし
て交付される。

「財政用語集」

用　　語 見　　　　　　　方 算　　　　式

形 式 収 支
　決算収支をあらわすもので、歳入決算総
額から歳出決算総額を単純に差し引いた
額、歳入歳出差引額。

歳入決算額－歳出決算額＝形式
収支（歳入歳出差引額）

基準財政需要額－基準財政収入
額＝普通交付税交付基準額（財
源不足額）

臨 時 財 政 対 策 債

 地方一般財源の不足に対処するため発行が
許可される地方債で、地方交付税制度を通
じて標準的に保障されるべき地方一般財源
の規模を示す各地方公共団体の基準財政需
要額を基本に、団体ごとの発行可能額が算
定される。

一般財源（交付税交付額）の補
填機能を有する地方債



「財政用語集」

用　　語 見　　　　　　　方 算　　　　式

の３ヵ年
平均

　
×１００
(％)
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義 務 的 経 費

　地方公共団体の歳出のうち、その支出が
義務づけられ任意に削減できない経費をい
う。歳出のうち経常的経費とされている人
件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助
費等、公債費の６費目は、広い意味ではす
べて義務的経費であるが、人件費、扶助
費、公債費の３費目が厳密な意味での義務
的経費とされる。

扶助費→地方公共団体が各種の
法令、すなわち生活保護法、児
童福祉法、老人福祉法等に基づ
き被扶助者に対して支給する費
用。

普 通 建 設 事 業 費
　道路、橋梁、学校、庁舎等公共用又は公
用施設の新増設等の建設事業に要する投資
的経費。

投資的経費→その支出の効果が
資本形成に向けられ、施設等が
ストックとして将来に残るもの
に支出される経費。普通建設事
業費、災害復旧事業費、失業対
策事業費等。

　当該団体の財政力を示す指数。
　基準財政収入額を基準財政需要額で除し
て得た数値の当該年度を含む過去３ヵ年の
平均値をいう。「１」に近くあるいは
「１」を超えるほど財源に余裕があるもの
とされ、「１」を超えると普通交付税の不
交付団体となる。

基準財政収入額
基準財政需要額

実 質 収 支 比 率

　標準財政規模に対する実質収支額の割
合。
実質収支額が黒字の場合は正数、赤字の場
合は負数で示される。
  黒字の場合はおおむね３～５％が望まし
いとされる。

実質収支額
標準財政規模

起 債 制 限 比 率

　地方債の許可制限に係る指標として地方
債許可方針に規定されたものであり、右記
の算式による過去３年度間の平均をいう。
地方債許可方針では、次の各号に該当した
場合は、原則として、当該各号に掲げる地
方債を許可しないものとされている。
２０％以上３０％未満の団体　→　一般単
独事業及び厚生福祉施設整備事業に係る地
方債。
３０％以上の団体　→　一般事業債

当該年度の元利償還金－（左に充てられ
た特定財源＋普通交付税の算定において
災害復旧費等として基準財政需要額に算
入された公債費＋普通交付税の算定にお
いて事業費補正により基準財政需要額に
算入された公債費）
当該年度の標準財政規模－（普通交付税
の算定において災害復旧費等として基準
財政需要額に算入された公債費＋普通交
付税の算定において事業費補正により基
準財政需要額に算入された公債費）
の３年度間の平均。

　地方債の発行に伴う毎年度の元利償還金
（公債費）の額が適当かどうかにより、後
年度の地方債の借入（発行）を判断する指
標で、この公債費の一般財源に占める割合
を公債費比率という。経常収支比率ととも
に財政構造の弾力性をみる上で重要であ
る。
　この比率が１０％を超えないことが望ま
しいとされている。

公 債 費 比 率

公債費充当一般財源額－公債費
に係る単位費用分
標準財政規模－公債費に係る単
位費用分

財 政 力 指 数


